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図ー4.9 表示情報による船首方向の相対航跡密度分布
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b) 被験船の船種5

図ー4.10 表示方式による支援効果の比較

4. 2. 3 

警報情報の支援効果は、①警報の発生状況と、②画

像と音声警報の参照度合いについて示した。

a) 警報の発生状況

l) ロスト警報

ARPAのロスト目標警報の発生状況を図ー4.11に示

した。調査時間は延約226時間、捕捉隻数2,891隻であ

る。

在来ARPAではロスト目標警報が1,919隻発生して、

1時間当たり平均で8.5隻発生しているので、輻轄海域

で全てのロスト目標警報について確認を行うとすると

繁雑な作業になる。

一方、新型ARPAの音声ロスト警報は41隻に減って、

従来型ロスト目標警報の約2％に低減する。また、音

声警報からロスト目標の確認を行うことは実行可能な

値であることが分かった。

即ち、ロスト目標船舶の航行状態を評価すると、ロ

スト目標の中で潜在的衝突危険海域に針路を採って航

行したことのある潜在的衝突危険船は174隻で、ロス

ト目標警報の9％に減少する。更に、潜在的衝突危険

船の中で最接近時間；TCPAが負のロスト目標を除く

と、警報を発生する必要があるロスト目標は41隻にな

る。

したがって、図ー4.11は、航行状態を評価して警報

を発生することにより、不要な警報の発生頻度が低く

なって、警報の信頼性が向上することが分かった。

=i. 
追尾続行不可能船：815隻

,...‘‘＿呈l_竺—-—―;』‘
~～-＝＝＝ー追尾不安定船：1104隻--＝=＝....`”

-—- --
: 1919隻___ .. / 

―--
一

¥、 ARPAのロスト目

--------—__ ~ 

図ー4.11 音声ロスト警報の発生状況

2) 危険目標警報

危険目標に対する音声警報の発生状況を図ー4.12に

示した。

調査の結果、音声による警報の確認作業が可能であ

ることが分かった。

即ち、警報の発生状況は、次の通りである。

①見張り目標警報

見張り目標警報は特に多く発生して、危険目標警

報の82％を占めている。

この見張り警報が多い理由は、次の様に分類で

(208) 
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きる。

◇捕捉初期のベクトル変動誤差が大きいために生

じる警報は、捕捉初期データ誤差の影響により

警報の対象になるが、捕捉が安定した状態では

警報の対象から外れることが多い。

◇航路が曲がる海域で発生する警報は、航路の形

状が湾曲する海域で一時的に見会い状態が生じ

ることにより発生するもので、操船者は相手船

が航路変更することを予想ている場合が多い。

②注意警報と危険警報

注意警報は54隻、危険警報は21隻発生している。

これらの船舶は、操船者による見張りの対象に

なっていて、警報の確認を直ちに行うことが可能

であることが分かった。

したがって、見張り目標警報の発生条件の設定に関

しては、今後更に検討が必要である。

危険警報発生船：21隻

文

戸
ミ·-•注意警報発生船：54隻

図ー4.12 音声危険目標警報の発生状況

b) 危険海域表示情報と音声警報情報の参照度

合い

画像と音声による警報情報の参照度合いの調査は、

避航対象船の主観的危険度の判断項目を「警報の聞き

取りによる情報伝達状況」と、「操船者の主観的評価を

基にした警報の参照度合い」について行った。

操船者による航行の危険性の主観的評価は大藤氏28)

の評価量に準じて、表ー4.1.a)の4段階に分けた。ま

た、警報の参照度合いは表ー4.1.b)の3段階に分けて、

更に、操船者の内省報告による聞き取り調査を実施し

た。

操船者の主観的評価内容を表ー4.2に示した。表一

4.2の画像と音声による警報は、反航船の場合よりも、

避航判断が難しい横切り船や追い越し船の場合に参照

されていることが分かった。

更に、内省報告では、次のことが分かった。

(1) 衝突危険海域表示情報

次の航行環境を把握する場合に有効性が認められ

た。

①避航操船時の避航海域を迅速かつ精度良く把握で

表ー4.1 航行状況の主観的評価指標

a) 航行状態の主観的評価
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きる。

②視界制限状態において、視認できない他船との避

航領域の動静を知ることができる。

③自船が針路保持船であって、他船の避航動作が遅

れている様な状況下で、自船の避航海域を判断す

ることができる。

(2) 音声警報

従来方式と比較すると、次の点で改善が認められた。

①ARPAから離れて見張り以外の作業に従事してい

る時でも、警報の指示内容を聴覚にり容易に把握

する事が可能である。

②操船者は警報の種類、注意すべき船舶の所在位置、

見会い状況、予測航過状況の支援情報を正確に把

握できるので、従来方式に比較して、警報の情報

伝達時間の高速化が図られる。

③音声による警報を基に、画像警報への注意喚起が

出来るため、画像や文字の情報をより効果的に活

用することが可能である。

(209) 
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4.2.4 ARPA情報入手時の音声認識率

ARPAへの音声入力部は試作機では導入したが、実

証機ではコマンド入力方式として音声入力部は導入し

なかったので、ここでは試作機の音声認識率を示した。

音声コマンドに対する音声認識率を、表ー4.3に示し

た。なお、試行回数100回である。

ARPA情報を音声認識入力で入手する方式は、可能

であり有効であるが、音声認識時に誤認識が発生する

こともあった。

実験の結果、数字の音声認識率は単語の音声認識率

に比較して低く、次に示す場合には更に認識率が低下

することが分かった。

①音声認識率はマイクを口元から遠ざけるほど低下

する。したがって、マイクと口元の距離を一定に

保つ必要がある。

②外部の高い騒音によっても誤認識が発生する。

③音声認識率は音声認識装置の性能と使用環境に左

右されることがある。

したがって、音声認識率は、音声認識装置の性能と

使用環境に左右されることがあるため、音声コマンド

でARPA情報を入手する場合、誤認識が発生し易い環

境では安全性を考慮して、コマンドキーを用いた入力

方式を併用して誤動作を避けるべきであると考えた。

音声言語

DCPAは

TCPAは
Distanceは

4.3 まと

表ー4.3 音声の認識率

音声言語

82 

94 

89 

96 接近時間は
100 
100 方位は

100 (%) 

100 
loo 
100 

100 (%) 

100 

100 

100 

航行環境を評価して危険船に関する見張りや警報の

情報を音声と、衝突の潜在的危険海域の画像情報を用

いて支援する方式は、衝突予防援助システムに活用で

き、かつ次の点で有効であることが分かった。

①潜在的衝突危険海域情報の表示方式は、衝突事故

を予防して、視覚情報処理の負担を低減する。

②音声警報情報指示方式は、警報情報収集の迅速化

と、情報伝達効率を改善する。

③航行環境評価機能は、不要な警報の低減と警報の

(210) 

信頼性を向上する。

④ARPA情報の音声入手時の音声認識率は、今後向

上する必要がある。

したがって、音声と画像を用いた支援方式は、少人

数化された内航船の船橋において有効であり、また、

居眠り防止の効果も期待できるものと考えた。

更に、見張り目標警報の発生条件の設定に関しては、

今後更に検討が必要であることが分かった。

5. あと

衝突予防援助装置の操船判断支援機能の向上を図る

為、航行環境評価指標に船舶の操縦性能特性を採り入

れて、音声と画像を用いて支援情報を提供する新型

ARPAを開発した。

考察の結果、航行環境評価指標に船舶の操縦性能特

性を取り入れて、見張り情報や警報の意味・内容を音

声と画像情報を提供する新型ARPAは有効であること

が分かった。

考察の結果は、次の通りである。

①ARPAで相手船の船舶長を約30mの誤差で推定で

きる。

②ARPAで測定した相手船の船舶長と速力で、操縦

性能を計算して避航領域を推定する支援方式は、

新型ARPAの航行環境評価指標に活用でき有効で

ある。

③見張りの警報情報を音声と、潜在的衝突危険海域

情報で提供する支援方式は、操船者に、支援情報

を迅速、かつ正確に効率良く伝達するので、衝突

予防援助システムに活用でき、かつ有効である。

④現状のARPAでは、捕捉追尾目標の乗り移りや、

捕捉データに誤差が生じる問題が残っているの

で、安全性の観点から、最終的には操船者自身が

見張りで航行状態を確認する必要があることも分

かった。

したがって、今後は、 ARPA情報の精度向上を図る

ために、新型ARPAの他船情報の入手部分に、将来実

用化が予測される自動船舶識別システム (A[S)の他

船データを取り込んで、 ARPA機能の高度化を図る予

定である。
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付録船舶の諸元及び操縦性能特性

海上交通の観測者が、通常のレーダや目視観測で得

ることができる他船情報は、船舶の長さと速力に関す

る情報であるため、航行船舶の判断資料として、船舶

の諸元及び統計的性能特性を以下に示した。

．
 

b

ニ――― 船舶の全長と諸元の関係

ここで、使用した船舶の諸元統計データは、海運集

会所発行の「日本船舶明細書19); 3042隻」と「日本内

航船舶明細書20); 5240隻」で、これから100トン以上

40万トン未満の船舶 (8,282隻）の各船毎の船舶全長；

L、総トン数； GT、航海速力； v、型幅； B、型深さ；

Dなどの船舶の諸元を得た。また、船舶の形状パター

ンは船の大きさによってあまり変わらないと仮定する

と、 GTocL3、DocL、BocLと考えられるので、常用対

数logLとlogGT、logD、logBの相関を調べた。

なお、両日本船舶明細書では、木船と 100トン未満

の鋼船及び500トン未満の漁船等は除外されている。

解析で使用した統計データの全長別隻数分布を図一

付1に示した。

船舶の全長は15mから400mの広い範囲にわたる

が、 lOOm未満の船が全船舶の91％を占めており、残

りの9％が100m以上の船となっている。

更に、先に示した船舶明細書では100トン未満の小

型船を除外していることを考慮すると、この範囲の船

舶はさらに増加するものと考えられる。
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船舶の総トン数の分布

,--....,3000トンは5%、3000トン以上は9％ある。また、

隻数が多い総トン数分布は200トンと500トン及び700

トンの近傍に存在している。これらの総トン数分布が

多い理由としては、 199トン、 499トン、 699トンで、

船に掛かる税金や着岸料金、登録料金、建造枠等が異

なることが影響しているものと考えられる。

そして、 1万トン以上の船舶は4%と少ないが、この

値の他に外国籍の船舶が加わることを考慮すれば日本

近海で航行している船舶はもう少し増加するものと考

えられる。
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2) 全長と総トン数の相関

船舶の全長と総トン数の関係を図ー付3に、
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a) 全長と総トン数の関係

l) 総トン数の隻数分布

船舶の総トン数別隻数分布を図ー付2に示した。

1000トン未満の船舶は全船舶の約86%、1000トン

(212) 
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総トン数；伍の回帰式は式(1)に示した。

logG戸 2.669logL-2.011、 a=土0.212
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100万

(1) 

回帰式の相関係数は r=0.92、 t =218、 0は標準

偏差である。

なお、図ー付3の実線はlogGTのlogL上への回帰直線

で、点線は土2aの値を示す。また、回帰直線より土2

a離れたものはほとんどが押船や曳船等である。

3) 船種分類別の全長と総トン数の関係

船舶の種類は46種に分類されているので、ここでは

船種の分類を表ー付1の様に7種類に区分けして割合

と分布傾向を示した。また、船種分類別分布を図ー付

表ー付1 海運集会所データにおける船種の分類と割合

船種の分類 船 種 隻敬 比率

（％） 

1.コ冶濫 自動車運搬船・コ方ト船 157 1.9 

2. 油槽船 油槽船・鉱油 •OBO ・撤油。 1,743 21.1 

，，ミ加ル・波化がス運搬船

3.鉱撤船 鉱撤・鉱炭・炭疇撤・鋼材・ 552 6.7 

ベ"’ト・ニ9ケル・が舟朴運搬船

4.貨物船 貨物・曳重船。ス999プ・サyト・ 3碑 1 399 

コ→ス・灰•土砂パ百材・木材・

,... 1,iプ•免プ・殻物・塩・

冷演運搬船

5.旅客船 旅客•フエ,- 7殉 95 

6.押曳船 n→ー・押曳船•特殊魯起重。 1$14 1&2 

浚慄船

7. 巡消船 巡・消。救・観。測。輝エ・ 225 2.7 

給水船

合計 8,282 

* 100W未満の鋼船、木船及び500トン未満の漁船は除外されています。

1 0 0万

l 0万

← -旦--

芝
r 

拿

1 0 0 0 

9’ 

1 0ビ，/
1 0 1 0 0 

馴全長 (m)

l O O 0 

図ー付4 船種別全長と総トン数の関係

（油送船類、鉱撤船類、コンテナー船類）
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図ー付5 船種別全長と総トン数の関係

（巡消船類、貨物船類、旅客船類、押曳船類）

1 0 0 0 

表ー付2 船種別の全長と総トン数の関係

種類 単回帰式 標準偏 相関係 鐸の デーク

(ton) 差(11) 数(r) t値 数（隻）

1.コ冶船類 logGT= 3.422logL-3.496 士0.121 0.97 60.07 157 

2．油槽船類 logGT= 2皐 llogL-2．綿5 士0.135 0.97 192.53 1743 

3.鉱撤船類 logGT = 3. 072log L -2．細 土0.092 0.99 177.62 552 

4．貨物船類 logGT= 2.316logL-1.511 士0.1認 0.84 92.73 3301 

5．旅客船類 logGT= 2位 5logL-l．幽 士0.140 0.97 119.18 790 

6．押曳船類 logGT= 2.0lllogL-0. 735 士0.130 0.89 80.12 1514 

7．巡消船類 logGT = 1. 939log L -0. 702 士0.133 0.94 42.94 225 

4、図ー付5に示した。

図ー付4によると、コンテナ船類、鉱撒船類、油槽

船類では長さ約200m、総トン数1万トンを境に内航船

と外航船が分れている。また、図ー付5の貨物船、旅

客船は約2万トンを上限として分布する。

更に、船種分類別の全長と総トン数に係る回帰式は、

表ー付2で示すように用途により諸元と相関係数 r、

t値に相違が認められた。

例えば、総トン数伍は、コンテナ船類では全長の

3.422乗に比例しているが、巡消船類の船舶では全長の

1.939乗に比例しており小さくなっている。

したがって、船種によって全長に対する総トン数の

分布傾向が異なる。

b) 全長と型幅の相関

船舶の全長と型幅の関係を図ー付6に、また、型幅；

Bの回帰式は式(2)に示した。

logB= 0.673logL-0.152、 a=土0.075 (2) 

相関係数は r=0.88、 t値は171.63である。

図ー付6によると、船舶の全長が150m以上の油槽船

類と鉱撒船類では船型が肥大化している。

(213) 
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船舶の全長と型幅の関係
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例えば、船舶の全長Lが180m以上のコンテナ船の

型幅は、全長に関係なく約35mで一定である。また、

全長lOOm以下の船舶で型幅の標準偏差が20の近傍

にあって、型幅が10mから20mの船舶の多くは押曳船

等の作業船である。

更に、図ー付7によると、肥大度係数 (LIB) は

100m以下の船舶では増加する傾向を示すが、 100m以

上の船舶ではコンテナ船を除くと弓なりに減少して船

型が肥大化している。

したがって、式(2)の使用は注意する必要がある。
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船舶の全長と型深さの関係

C) 全長と型深さの相関

船舶の全長と型深の関係を図ー付8に、

深さ； Dの回帰式は式(3)に示した。

logD=0.85llogL-O. 789、 a ＝土0.083

9,'-，'’ 

1 0 0 0 

また、型

(3) 

ー一睛輯
---―士2o 

相関係数は r=0.90、 t値は197.73である。また、

型深さDは船舶全長の0.851乗に比例して、超大型船の

型深さの上限は約35mである。

d) 全長と航海速力の関係

航海速力の隻数分布を図ー付9に示した。

船舶の航海速力は、 llktsを中心に1.5ktsから50kts
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の範囲に分布しているが、 7kts未満と30kts以上の船

舶はそれぞれ約1％で少なくなっている。また、 30kts

以上の高速船は近年増加する傾向にある。

更に、全長と速力の間には一般的に相関性はないが、

全長と航海速力の関係を図ー付10に示す。

現状における航海速力；Vの回帰式は、式(4)に示した。

logV=0.253logL+0.605、

相関係数 r=0.57、 t値＝63.7である。

なお、回帰式は船舶の全長が50m未満で、 5kts未満

の低速船と 18kts以上の高速船を除いて求めた。また、

航海速力としては、公式運転時の約85％出力の値を

取った。

1 0 0 —躙鵡
---―土21J 
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a=土0.075 (4) 
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図ー付10

2. 

船舶の全長と航海速力

e) 全長と特性時間の相関

特性時間；ては、船舶が自船の全長の距離だけ進む

時間； uvで定義して、全長と特性時間の関係を図一

付11に、また、特性時間ての回帰式は式(5)に示した。

log T =0.787logL-0.402、 a ＝士0.096 (5) 

相関係数は r=0.86、 t値は157.93である。

高速船の航海速力時の特性時間ては約1秒で小さい

が、大型タンカーのては約50秒となっている。

船舶の諸元と性能特性の関係

船舶の諸元と性能特性の関係は、本文3.2.3章に示し

た操縦性能試験データ 12)を使用して、全長L及び速力V

と性能特性（旋回性能、停止性能）の回帰式を表一

1 0 0 0 
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0. 1汀

図ー付11

表ー付3

全長と特性時間の関係

船舶の全長と性能の関係

諸元性能 回 帰 式 標準偏 相関係 係数の データ

logL 差(o) 数(r) t値 数（隻）

1．旋回縦距離 logD,. = l.135logL+0.225 士0.084 0.87 26.67 212 

2.D,./L logDA/L = o. 136logL +o. 225 士0.085 0.21 3.18 212 

3．旋回横距離 logDT = 1. 152logL +o. 218 土0.100 0.84 23.27 212 

4.DT/L logDT/L = 0.1邸logL+0.196 土0.010 0.23 3.44 212 

5.90度旋回時間 logToo = 0. 768logL+O. 258 士0.040 0.91 20.43 82 

6．停止距離 logD・ = 1. 395logL +o. 119 士0.126 0.93 44.18 269 

7.Ds/L logDs/L = 0.395logL+0.119 士0.126 0.61 12. 53 269 

8．停止時同 logT・ = 1. 1061ogL +O. 106 土0.137 0.89 32.10 269 

表ー付4

表ー付5

1 0 0 

薗叫全長 (m)

1 0 0 0 

速力と性能の関係

諸元性能 単 回 帰 式 標準偏 相関係 係数の デーク

lollV 差(a) 数(r) t値 数（隻）

1.旋回縦距離 log D,. = 2.137logV -0. 018 士0.181 0. 79 18.68 212 

2. DA/L log D,./L = O. 449logV-O. 016 士0.081 0.34 5.24 212 

3.旋回横距離 log DT = 2. 237logV -0. 095 土0.119 0. 77 17.69 212 

生 DT/L log D..-/L = 0. 660logV-O. 094 士0.096 0.35 5.42 212 

5.90度旋回時間 logT•o = 1.331logV+0.270 士0.072 0.69 8.71 82 

6.停止距離 log D・=2．詞9logV-0. 043 土0.257 0.71 16.49 269 

1. Ds/L log D s/L = 0. 667logV +o. 135 士0.144 0.43 7. 71 269 

8.停止時間 I lna T・= 1．糾51ogV+O. 398 土0.257 0.54 10. 73 269 

全長および速度と性能の関係

諸元性鮨 重回帰式 重相麗 係款L係数V D.W 

係敷(r)の t値 のt値 比

1．旋回縦距離 呻•= 0.II匁logL+0.01logV-0.016 0郎 10.心 紅 45 1.71 

2.D^/L  
b四』＝ー 0.10710吐＋ 0.oll暗V-0.016 035 1.26 15.46 L71 

3．旋回横距離 細釦 ＝ 0.8砂 0吐＋ 0.”7IogV-0．砂 0.116 &7 S32 1.61 

4ふ／L b恒叫—-O.tlO!ogL + 0.73加 gV-0．砂 0ぷ “LO 匹 2 1.67 

5．雄1ii1時閏 ”.. ＝ o.6141ogL + 0.13加 gV+O寧 031 &11 338 L07 

6．停止距離 ＇嗜 ＝ L2四喧L+0.3“logV + 0．磁 033 1756 10.75 L36 

7ふ／ L logl叫 ＝ しお珈gL+ 0.35UogV + 0.0印 057 354 10.75 1.36 

8.T• logTs = 1.2391o吐ー 0.4畑 ogV+O雌 4 0.90 17.45 -lS.13 1ぷ

（付3、付4) に、 LとVによる重回帰式を表ー付5に示

した。

a) 船舶の旋回性能の概要

ここでは、全長L及び速力Vと旋回性能の関係を示し

た。

(215) 
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l) 全長と旋回径の相関

全長と旋回横距(DT/L）の関係を図ー付12に、また、

旋横距(DT/L）の回帰式は式 (6,7) に示した。

logDA/L=0.135logL+0.225、 aA＝土0.085 (6) 

logDT/L＝0.158logL+0.196、m＝士0.010 (7) 

相関係数は（い＝0.21、い＝0.23)、 t値は (tA=

3.18、tT=3.34)である。

式 (6,7)は、全長に対する依存性が小さいことを示

している。

そして、一般船では (DAIL)~4.5 と、 (DT/L） ~5

の範囲にあるが、高速船では (DA/L)~10以上にある

ため、高速船はこの回帰式を適用できないことが分

かった。

なお、図ー付12とでは、横軸 (logL)のメッシュ：

0.04毎に取り出した (DA/L）と (DT/L)の対数平均を

黒丸（●）で、また、高速船を (0)で、更にデータ

の分布範囲を縦の棒線で示している。
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図ー付12 全長と旋回横距離の関係

2) 全長と旋回時間の相関

航海速力を旋回初期速力として、 35度転舵した場合

の90度旋回所要時間； T，。（secO) と全長の関係を表一

付3と表ー付4の5番目の式に示した。

全長と無次元化90度旋回時間の関係を図ー付13に、

また、無次元化90度旋回時間； T，。Iては式(8)に示した。

logT,。／て＝0.109logL+0.396 (8) 

そして、高速船を除くと (T,。I て） ~5 の範囲で90

度旋回が可能であると考えられる。

(216) 

なお、図ー付13では、横軸 (lgL)のメッシュ；0.04

毎に取り出して、 T,。／ての値を黒丸（● :在来船）で

また、 (O) は高速船を示している。
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図ー付13 全長と90度旋回時間の特性時間比

3) 速力と旋回径の相関

船舶の全長で無次元化旋回横距離と速力V (kts)の

関係を図ー付14に、また、旋回径 (DAIL、DT/L）の回

帰式は式 (9,10) に示した。

logDA/L＝0.449logV-0.016、aA＝士0.081

logDT/L＝0.550logV-0.094、m＝土0.096
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相関係数は（い＝0.34、 tT=0.35)、

5.2、 t T=5.4)である。

図ー付14によれば、 20ktsの時の旋回径はlOktsの時

に比較して約20％大きくなるが、約47ktsの高速船で

は回帰式の約2倍になっている。

したがって、旋回性能は全長Lに比べて、速力依存

性の傾向が大きい。また、高速船では回帰式からの分

散が大きい。

なお、図ー付14では、横軸 (logV)のメッシュ：

0.04毎に取り出した値 (DA/L、DT/L) の平均を黒丸

：在来船）と白丸 (0:高速船）で、データの分

布範囲を縦の棒線で示す。

t値は (tA= 

4) 全長及び速力と旋回径の相関

旋回性能は、全長と速力に関する重回帰式で求めて、

重相関係数と t値及びダービン・ワトソン比； D.Wを

表ー付5に示した。

旋回径 (DA、DT)

した。

logDA=0.892logL+ 

logDT=0.899logL+ 

重相関係数と t値及びダービン・ワトソン比は(rA

=0.89、 tL=l0.43、 tv=l5.46、D.W=l.71) と、

(f T=0.86、 tL=S.77、 tv=l5.22、D.W比＝1.61)

である。

また、実測データの LとVを用いて、式 (11,12)の

重回帰式で旋回径を計算した推定値と、実測値の旋回

横距離の関係は図ー付15に示した。
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の重回帰式は、式 (11,12) に示
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図ー付15 旋回横距離の実測値と推定値の関係
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5) 全長及び速力と90度旋回時間の相関

90度旋回時間； T90の重回帰式は、式(13)に示した。

logT,。=0.614logL+0.137logV+0.396 (13) 

回帰式の重相関係数と t値及びダービン・ワトソン

比は (r=0.91、 tL=8.11、 tv=3.38、D.W=l.07)

である。また、実測データLとVを用いて式(13)の90度旋

回時間を計算した推定値と実測値との関係は図ー付

16に示した。
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90度旋回時間の実測値と推定値の関係

b) 船舶の停止性能

全長及び速力と統計的停止性能の関係を次に示し

た。

l) 全長と停止距離の相関

無次元化停止距離； Ds/Lと全長の回帰式は、式(14)に

示した。

logDs/L= 0.667logV + 0.135 a ＝土0.144 (14) 

相関係数と t値は (r=0.43、 t値＝7.71)である。

停止距離； DSの回帰式は、式(15)に示した。

logDs = 0.395logL+ 0.119、 a ＝土0.126 (15) 

相関係数と t値は (r=0.61、 t=12.53)である。

そして、停止距離の上限は、 (Ds/L)~20の範囲に

ある。

なお、ジェットフォイルではウオータジェットを逆

噴射して緊急停止するので無次元化停止距離は約5.5

倍から6.6倍になって、在来船に比較して非常に短くな

るが、機関停止による航走停止距離は在来船の停止距

離特性に相当して長いので、操船の安全性を考慮して、

(217) 
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高速船の場合は機関停止航走距離のデータを用いた。

2) 全長と停止時間の相関

全長と停止時間の関係を図ー付17に示した。

表ー付3の8番目の式によると逆転制動時の停止時

間Ts(sec) は全長 Lの1.106乗に比例して、相関係数

とt値は (r=0.89、 t値＝32.10)である。

重回帰式のダービン・ワトソン比の有意性は低いの

で、 LとVの他にも影響を与える要素があることが考え

られる。
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図ー付17 全長と停止時間の関係

3) 全長及び速力と停止時間の相関

停止時間； Tsの重回帰式は、式(16)に示した。

logTs= l.239logL+0.490logV +0.404 (16) 

重相関係数と偏回帰係数の t値及びダービン・ワト

ソン比は(rs=0.90、 tL=l 7.45、 tv=-15.13、D.W=

1.25)である。また、実測データL、Vを用いて式(16)の

重回帰式で停止時間を計算した推定値と実測値との関

係は図ー付18に示した。
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停止時間の実測値と推定値の関係
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